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 秋田県看護協会立居宅介護支援事業所     

居宅介護支援 重要事項説明書 

 

   サービスの提供開始にあたり厚生労働省令第３７号第８条に基づいて、当事業者が説明 

  する重要事項は次のとおりです。 

 

１ 事業者の概要 

事業者名称 秋田県看護協会 

主たる事業所の所在地 秋田県秋田市千秋久保田町６－６ 

法人種別 公益社団法人 

代表者名 会長  白 川  秀 子 

電話番号 ０１８－８３４－０１７２ 

 

２ 事業の概要 

秋田県看護協会立居宅介護支援事業所 

指定番号（０５７０１０１５６８号） 
居宅介護支援 

 

３ 当事業所の概要 

事業所の名称 秋田県看護協会立居宅介護支援事業所 

指定番号（秋田市） ０５７０１０１５６８号 

所在地 秋田市保戸野千代田町１６－１６ 

管理者名 木村 直子 

電話番号 
TEL ０１８－８５３－４１２０ 

FAX ０１８－８６７－００５４ 

サービス提供地域 秋田市 

 

４ 事業の目的及び運営方針 

  目 的 

居宅介護支援 要介護状態にある利用者に、適切な居宅介護支援をする。 

運営方針 

利用者が可能な限りその居宅において有する能力に応じ自立した生活を営むことが 

出来るよう、利用者の立場に立って援助を行う。また、関係機関との連携を図り、総 

合的なサービスの提供に努める。なお、地域包括支援センターより委託を受けた場合は、

適切な介護予防プランを作成し、地域での自立した生活を支援する。 



５ 職員体制 

 資 格 常勤人数 非常勤人数 業務内容 

管理者（兼） 

主任介護支援専門員 
看護師 １ 名  

居宅介護支援 
（専） 

主任介護支援専門員 

3名 

介護支援専門員 1名 
 

 

看護師 

介護福祉士 

看護師 

 

２ 名 

１ 名 

１ 名 

 

事 務 職 員  ２ 名 １ 名 
介護・医療保険請

求・一般事務等 

 

 

 

６ 営業時間 

営 業 日 月曜日～金曜日の平日 

営業時間 午前９時～午後５時 

緊急連絡先 ０１８－８５３－４１２０ 

休 業 日 
土、日曜日、祝日、８月１３日～８月１５日 

年末年始（１２月２９日～１月３日） 

   ※２４時間連絡対応体制を実施しております。 

 

 

 

７ サービスの概要と利用料金 

<各種加算＞ 

加算 内 容 所定単位 

入院時情報連携加算

（Ⅰ） 

 

 

入院情報連携加算

（Ⅱ） 

 

 

 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうち

に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利

用者に係る必要な情報を提供していること。 

 

 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又

は翌々日に当該病院又は診療所の職員に対して

当該利用者に係る必要な情報を提供しているこ

と。 

 

 

250単位／月 

 

 

 

200単位／月 

 

 

 

 



退院・退所加算 

 

（入院・入所期間中

に 1回を限度） 

医療機関や介護保険施設等を退院・退所し、居

宅サービス等を利用する場合において、退院・

退所にあたって医療機関等の職員と面談を行

い、利用者に関する必要な情報を得た上でケア

プランを作成し、居宅サービス等の利用に関す

る調整を行った場合に算定する。 

ただし、「連携 3回」を算定できるのは、そのう

ち 1回以上について入院中の担当医等との会議

（退院時カンファレンス等）に参加して退院・

退所後の在宅での療養上必要な説明を行った上

でケアプランを作成し、居宅サービス等の利用

に関する調整を行った場合に限る。 

カンファレンス参加無 

連携１回 450単位 

連携 2回 600 単位 

 

カンファレンス参加有 

連携１回 600単位 

連携 2回 750 単位 

連携 3回 900 単位 

緊急時等居宅カンフ

ァレンス加算 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療

所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンファ

レンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利

用調整を行った場合 

・カンファレンスの実施日、参加した医療機関係

職種等の氏名およびそのカンファレンスの要点

を居宅サービス計画書に記載する。 

・必要に応じて速やかに居宅サービス計画を変

更し、居宅サービス及び地域密着型サービスの調

整を行う。 

・月に２回を限度とする。 

200単位/回 

複合型サービス事業

所連携加算 

利用者が複合型サービスの利用を開始する際に、

当該利用者に係る必要な情報を複合型サービス

事業所に提供し、居宅サービス計画の作成に協力

した場合 

・算定要件は、小規模多機能型居宅介護事業所連

携加算と同様 

300単位／回 

通院時情報連携加算 

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等

に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報

提供を受けた上で、居宅サービス計画（ケアプラ

ン）に記録した場合 

50単位／月 

初回加算 

新規に居宅サービス計画を策定した場合及び要介

護状態区分が 2 区分以上変更された利用者に対し

指定居宅介護支援を行った場合 

300単位／月 



ターミナルケアマネ

ジメント加算 

・24時間連絡が取れる体制を確保し、かつ、必要

に応じて、指定居宅介護支援を行うことが出来る

体制を整備 

・終末期の医療やケアの方針に関する利用者又は

その家族の意向を確認した上で、死亡日及び死亡

日前 14 日以内に 2 日以上、利用者又はその家族

の同意を得て在宅を訪問し、主治の医師等の助言

を得つつ、利用者の状態やサービス変更の必要性

等の把握、利用者への支援を実施 

・訪問により把握した利用者の心身の状況等の情

報を記録し、主治の医師等及びケアプランに位置

付けた居宅サービス事業者へ提供 

400単位／月 

 

□＜加算の同意＞ 

私は、貴事業所説明者より上記対象となる加算の種類について、説明を受けたことを確認

し対象となる加算に同意します。 

令和  年  月  日 

利用者    ・住所 

 

・氏名                    印 

 

         利用者の家族 ・住所 

 

・氏名                    印 

 

または法定代理人  ・住所 

 

               ・氏名                    印 

 

 

＜交通費＞ 

交通費 

２㎞まで 無  料 
利用者の居宅が当該事業所のサービス

提供地域以外にあるときは、交通費の実

費をいただきます。（通常実施地域を越

えた地点から加算） 

 

５㎞まで 110 円（税込） 

１０㎞まで 220円（税込） 

１５㎞まで 330円（税込） 

２０㎞まで 440円（税込） 

２０㎞以上 550円（税込） 

 



８ 利用料等のお支払方法 

＜居宅介護支援費＞ 

   要介護認定を受けられた方は、自己負担がありません。 

   ただし、介護保険料の滞納により法定代理受領ができない場合、要介護度に応じて１

カ月につき下記による金額をお支払いいただき、当事業所からサービス提供証明書を

発行します。 

サービス提供証明書を後日市町村の窓口へ提出すると、全額払い戻しを受けられま

す。 

居宅介護支援費（Ⅰ） 

要介護 1・要介護 2           10,860円/月 

要介護 3・要介護４・要介護５      14,110円/月 

 

９ サービス内容に関する苦情・要望等相談窓口 

   Ⅰ．サービスのご利用に関わる相談・苦情の受付及び事故発生の際の受付窓口は以下

の通りです。２４時間連絡体制により実施しております。 

 

事 業 所 の 

相 談 窓 口 

秋田県看護協会立居宅介護支援事業所 

電 話 番 号 ０１８－８５３－４１２０ 

受 付 時 間 営業日 午前９時～午後５時 

担 当 者 木村 直子 

 

上記を管轄す

る 事 業 者 

公益社団法人 秋田県看護協会 

電 話 番 号 ０１８－８３４－０１７２ 

受 付 時 間 平日 午前９時～午後５時 

 

 

 

Ⅱ．その他の相談苦情受付窓口 

市 町 村 の 

相 談 窓 口 

秋田市 

電 話 番 号 ０１８-８８８-５６７４ 

担 当 部 署 介護保険課 

 

国民健康保険

団体連合会の

相談窓口 

秋田県国民健康保険団体連合会 

電話番号 ０１８－８８３－１５５０ 

担当部署 苦情受付窓口 

 

 

 



   Ⅲ．苦情発生時の対応 

苦情事故の受付 管理者 木村 直子 

 

 

苦情・事故の内容を確認し、解決責任者へ報告をする 

解決責任者 秋田県看護協会 会長 白川 秀子 

 

 

 

 

 

苦情・事故申立人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図る 

 

 

苦情・事故申立人との話し合いで解決出来ない場合は秋田県運営適正化委員会

を紹介するなどの解決に必要な情報提供を行う 

 

 

再発防止又は改善の処置  

 

 

苦情解決結果を記録し保管する 

 

 

苦情・事故解決責任者は、苦情申出人に対して一定期間経過後、苦情解決結果の

報告をする 

   

 

 

 Ⅳ．事故発生時の対応 

   ①市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業所へ連絡を 

行うとともに必要な措置を講ずる 

     ②事故の状況及び事故に際して採った処置について記録する  

     ③賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う 

 

 

 

 

苦情・事故申立人に対し苦情・事故受付報告書を提出する 



１０ 緊急時の対応方法 

速やかに利用者の主治医への連絡を行い、医師の指示に従います。 

利用者の医療機関 主治医  

医療機関の名称  

所在地  

電話番号  

入院設備の有無 有 ・ 無 

救急指定の有無 有 ・ 無 

 

１１．秘密保持 

居宅介護支援サービスの提供にあたって知り得た本人・家族の秘密を漏らすことは

いたしません。 

また、介護支援専門員が退職後、在職中に知り得た本人・家族の秘密を漏らすことが

ないよう必要な処置を講じます。 

 

１２ 虐待の防止のための措置に関する事項 

（１） 事業者は、虐待等に対する相談窓口を設置し、利用者の人権の擁護・虐待等の防止

に努めます。 

（２） 事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者または養護者による虐待を受けた

と思われる利用者を発見した場合は、速やかに利用者が住所を有する市町村に連絡

を取り、必要な措置を講じます。 

（３） 虐待防止のための指針の整備をします。 

（４） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について事業

所内での周知徹底に努めます。 

（５） 虐待防止のための研修会を定期的に実施します。 

 

１３．身体拘束に関する事項 

（１）利用者または他の利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体拘束を行わないものとします。 

 （２）身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録するものとします。 

 

１４．サービス利用にあたっての禁止事項について 

  利用者様、ご家族様、関係者等において、次に掲げるいずれかの事由が発生した場合 



は、やむを得ずサービスを終了する場合があります。 

 （１）従業者に対して行う暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為。 

 （２）パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、カスタマーハラスメントなどの行

為。 

 （３）サービス利用時に従業者の写真や動画撮影、録音などを無断でＳＮＳなどに掲載す

ること。 

 

１５．非常災害時の対応 

  防災管理についての責任者を定め、必要な介護サービス等が継続的に提供できる体 

制を構築する観点から、火災・風水害・地震等の自然災害並びに感染症に対処するた 

め、事業継続に向けた計画書の策定、研修等を定期的に実施します。 

  なお、当事業所で対応困難な場合には、一時的に他事業所への協力を依頼することが 

ありますが、その際は別途案内をさせて頂きます。 

 

 

１６ 担当介護支援専門員 

  秋田県看護協会立居宅介護支援事業所   氏名                 

  

 

 

 

 当事業者は、居宅介護支援サービスの開始にあたり、本書面に基づいて上記重要事項を説

明しました。 

 

令和  年 月 日 

事業者 

事業者 公益社団法人 秋田県看護協会 

事業所 

 

 

 

 秋田県看護協会立居宅介護支援事業所 

 

所在地   秋田市保戸野千代田町１６－１６ 

管理者   木村  直子      印 

説明者               印 

 

 

 

 

 



利用者 

  私は、本書面に基づいて上記重要事項の説明を受け、居宅介護支援サービスの提供開始

に同意します。 

令和  年  月  日 

利用者    ・住所 

 

・氏名                    印 

  

ご家族    ・住所 

 

                ・氏名                    印 

 

（緊急時の連絡先：              ） 

 

または、法定代理人   ・住所 

 

・氏名                    印 

（緊急時の連絡先：              

                             

 

 

 


